
 

平成29年度 横浜市社会福祉審議会 

 

日時：平成30年３月27日（火）10:00～12:00 

場所：関内新井ビル11階 関内新井ホール 

 

次 第 

 

１ 新委員紹介 

 

２ 報告事項 

(1) 「第７期 横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」策定について  【資料３】 

(2) 「第３期 横浜市障害者プラン改訂版」（原案）について         【資料４】 

(3) 「第４期 横浜市地域福祉保健計画」について              【資料５】 

(4) いわゆる「ごみ屋敷」対策について                   【資料６】 

 

３ その他 

 (1) 平成30年度健康福祉局予算について                   【資料７】 

(2) 新たな中期計画の基本的方向について                  【資料８】 

 

 ≪配付資料≫ 

【資料１】横浜市社会福祉審議会について 

【資料２】横浜市社会福祉審議会委員名簿 

【資料３】よこはま地域包括ケア計画（第７期 横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画）概要 

【資料４】「第３期横浜市障害者プラン改訂版」原案について 

【資料５】第４期横浜市地域福祉保健計画（平成３１年度～３５年度）素案の概要について 

【資料６】いわゆる「ごみ屋敷」対策について 

【資料７】平成30年度健康福祉局予算概要 

【資料８】新たな中期計画の基本的方向 

 

【参考資料１】神奈川県弁護士会成年後見センターみまもり 

【参考資料２】よこはま地域包括ケア計画 〈冊子〉 

【参考資料３】第 3期横浜市障害者プラン改定版（原案）〈冊子〉 

【参考資料４】第 3期市計画の基本理念、総合目標及び第 4期市計画に向けた主な課題 

（第 4期横浜市地域福祉保健計画素案（平成 30年 3月 16日版）〈冊子〉） 



 

 

 

横浜市社会福祉審議会について 
 
 

１ 設置目的 

   社会福祉審議会は、社会福祉法第７条第１項により、都道府県・政令指定都市・

 中核市に設置することとなっており(必置義務)、社会福祉に関する事項（児童福

 祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）の調査審議を目的としています。 

 

２ 根拠法令等 

    社会福祉法、社会福祉法施行令、横浜市社会福祉審議会条例、 

横浜市社会福祉審議会運営要綱 

 

３ 審議会の構成 

審議会は、横浜市社会福祉審議会運営要綱第２条により委員35人以内で組織す

ることとなっており、社会福祉法第８条により、市会議員、社会福祉事業に従事

する者、学識経験のある者のうちから市長が任命することとなっています。 

※委員の構成（22人）は次のとおり。 

      市会議員                   ３人 

      社会福祉事業に従事する者   10人 

      学識経験のある者           ９人 

 

（参考）社会福祉法 第８条 

   地方社会福祉審議会の委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会

の議員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府

県知事又は指定都市若しくは中核市の長が任命する。 

 

４ 任期・報酬 

任期は３年（平成28年１月12日～平成31年１月11日）、報酬は14,000円（日額）

となっています。 

 

５ 組織（専門分科会及び審査部会） 

 

 

審議会（定員 35 人以内）＊ 

民生委員審査専門分科会 ＊ 

身体障害者福祉専門分科会 ＊ 

高齢者福祉専門分科会 

身体障害者障害程度審査部会＊ 
＊法令による、必置

義務です。 

資料１ 

平成 30 年３月 27 日 

横浜市社会福祉審議会 



 

６ これまでの審議会の開催状況 

（平成28年度） 

・ 社会福祉審議会：１回 

・ 民生委員審査専門分科会：２回 

・ 身体障害者障害程度審査部会:12回 

（平成27年度） 

・ 社会福祉審議会：１回 

・ 民生委員審査専門分科会：３回 

・ 身体障害者障害程度審査部会:12回 

 

７ 答申等の状況 

諮問年月日 答申年月日 件         名 

昭48.７.24 昭51.３.31 老人の居宅対策について 

昭48.７.24 昭51.３.31 身体障害者の居宅対策について 

昭51.７.20 昭53.２.23 

社会福祉施設のあり方について 

 １ 老人福祉施設対策について 

 ２ 身体障害者の施設対策について 

昭53.７.20 
昭54.４.17 リハビリテーション施設のあり方につ

いて 

（中間答申） 

昭55.３.31 （答申） 

昭53.７.20 昭55.３.31 高齢者の生きがい対策について 

－ 昭55.10.30 国際障害者年についての意見具申について 

昭57.７.５ 昭59.３.27 高齢者の生きがいや健康を高める具体的施策 

昭57.７.５ 昭59.３.27 身体障害者のスポーツ振興について 

昭59.７.５ 
昭60.７.15 社会福祉施設の設置・運営のあり方に

ついて 

（中間答申） 

昭61.10.27 （答申） 

平２.４.27 平４.12.１ 
横浜市における地域福祉人材の育成とその活用のあり方

について 

－ 平14.12.16 地域福祉計画の策定について（意見具申） 

－ 平18.１.31 民生委員あり方検討専門分科会報告（報告） 

－ 平20.７.９ 福祉人材の確保等に関する検討専門分科会報告（報告） 

平22.８.13 平23.３.７ 横浜における持続可能な福祉社会の構築について（答申） 

 



 

 

社会福祉法（抄） 

昭和 26年３月 29日 

法 律 第 4 5 号          

 

第２章 地方社会福祉審議会 

 （地方社会福祉審議会）   

第七条  社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を

調査審議するため、都道府県並びに地方自治法 （昭和二十二年法律第六十七号）第二百五

十二条の十九第一項 の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第二百五十二条の

二十二第一項 の中核市（以下「中核市」という。）に社会福祉に関する審議会その他の合

議制の機関（以下「地方社会福祉審議会」という。）を置くものとする。  

２ 地方社会福祉審議会は、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の監督に属し、

その諮問に答え、又は関係行政庁に意見を具申するものとする。  

（委員）  

第八条  地方社会福祉審議会の委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の議

員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指定都

市若しくは中核市の長が任命する。  

（臨時委員）  

第九条  特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福祉審議会に臨時委

員を置くことができる。  

２  地方社会福祉審議会の臨時委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の議

員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指定都

市若しくは中核市の長が任命する。  

（委員長）  

第十条  地方社会福祉審議会に委員の互選による委員長一人を置く。委員長は、会務を総

理する。  

（専門分科会）  

第十一条  地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するた

め、民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するため、身体

障害者福祉専門分科会を置く。  

２  地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じ、老

人福祉専門分科会その他の専門分科会を置くことができる。  

（地方社会福祉審議会に関する特例）  

第十二条  第七条第一項の規定にかかわらず、都道府県又は指定都市若しくは中核市は、

条例で定めるところにより、地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる

ことができる。  

２  前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる場合

においては、前条第一項中「置く」とあるのは、「、児童福祉に関する事項を調査審議する

ため、児童福祉専門分科会を置く」とする。  

（政令への委任）  

第十三条  この法律で定めるもののほか、地方社会福祉審議会に関し必要な事項は、政令

で定める。 

参 考 



 

 

 

社会福祉法施行令（抄） 

                                                              昭和33年6月27日

                                 政 令 第 185 号 

 

 （民生委員審査専門分科会）   

第２条 民生委員審査専門分科会に属すべき委員は、当該都道府県又は指定都市若しくは

中核市の議会の議員の選挙権を有する地方社会福祉審議会（法＊第７条第１項に規定する

地方社会福祉審議会をいう。以下同じ。）の委員のうちから、委員長が指名するものとし

、その数は10人以内とする。ただし、議会の議員のうちから指名される委員の数は３人を

超えてはならない。   

２ 民生委員審査専門分科会に属する委員がその職務上の地位を政党又は政治的目的のた

めに利用した場合は、当該委員について、委員長は、前項の規定による指名を取り消すこ

とができる。   

３ 民生委員審査専門分科会の決議は、これをもつて地方社会福祉審議会の決議とする。 

 

 （審査部会）   

第３条 地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度の審査に関する調査審議のため、

身体障害者福祉専門分科会に審査部会を設けるものとする。   

２ 審査部会に属すべき委員及び臨時委員は、身体障害者福祉専門分科会に属する医師た

る委員及び臨時委員のうちから、委員長が指名する。   

３ 地方社会福祉審議会は、身体障害者の障害程度に関して諮問を受けたときは、審査部

会の決議をもつて地方社会福祉審議会の決議とすることができる。   

 

 

＊法＝社会福祉法（昭和26年法律第45号） 



 

 

横浜市社会福祉審議会条例 

 

                   制  定 平成 12 年２月 25 日条例第３号 

 

 （趣旨等） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号。以下「法」という。）第７条

第１項の規定に基づき本市に設置する社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項の合議制の機関の名称は、横浜市社会福祉審議会（以下「審議会」という。） 

とする。 

 （委員の任期） 

第２条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の 

任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

３ 臨時委員の任期は、３年を超えない範囲で、その審議事項の調査審議が終了すると 

きまでとする。 

 （委員長の職務代理） 

第３条 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名

する委員が、その職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 審議会の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、 

審議会の会議を招集しなければならない。 

３ 審議会の会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決 

するところによる。 

５ 臨時委員は、当該特別の事項について会議を開き、議決を行う場合には、前２項の 

規定の適用については、委員とみなす。 

 （高齢者福祉専門分科会） 

第５条 法第 11 条第２項の規定により、審議会に、高齢者の福祉に関する事項を調査審議

するため、高齢者福祉専門分科会を置く。 

 （専門分科会） 

第６条 審議会の専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く。）に属すべき委員及び 

臨時委員は、委員長が指名する。 

２ 審議会の専門分科会に専門分科会長を置き、専門分科会長は、当該専門分科会にお 

いて選任する。 

３ 専門分科会長は、その専門分科会の会務を総理する。 

４ 専門分科会長に事故があるとき、又は専門分科会長が欠けたときは、あらかじめ専 

門分科会長の指名する委員又は臨時委員が、その職務を代理する。 

５ 第４条第１項及び第３項から第５項までの規定は、専門分科会の会議について準用 

する。この場合において、これらの規定中「審議会」とあるのは「専門分科会」と、 

「委員長」とあるのは「専門分科会長」と読み替えるものとする。 

 （庶務） 

第７条 審議会の庶務は、健康福祉局において処理する。 

 （委任） 



 

 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が審 

議会に諮って定める。 

 

附  則  

(施行期 日 ) 

１  この 条例は、 平成 12 年 4 月 1 日から施 行する。  

(経過措 置 ) 

２  この 条例の施 行の日 (以下「施 行日」と いう。 )において 、地方分 権の

推進を図 るための 関係法律 の整備等 に関する 法律の施 行に伴う 厚生省関

係政令の 整備等に 関する政 令 (平成 11 年政令 第 393 号 )第 52 条 の規定に

よる改正 前の社会 福祉審議 会令の規 定により 指名され 、又は互 選されて

いる委員 長の職務 を行う委 員、民生 委員審査 専門分科 会以外の 専門分科

会に属す べき委員 及び臨時 委員、専 門分科会 長並びに 専門分科 会長の職

務を行う 委員又は 臨時委員 は、施行 日以後最 初に開催 される会 議の日ま

では、こ の条例の 規定によ り指名さ れ、又は 互選され たものと みなす。  

３  施行 日におい て、審議 会の委員 又は臨時 委員に任 命されて いる者に 係

る任期は 、平成 13 年 1 月 11 日まで とする。  

附  則 (平成 12 年 9 月条 例第 65 号 ) 

この条例 は、公布 の日から 施行する 。  

附  則 (平成 12 年 12 月 条例第 75 号 ) 

この条例 は、平成 13 年 1 月 6 日か ら施行す る。  

附  則 (平成 17 年 12 月 条例第 117 号 )抄  

(施行期 日 ) 

1 この 条例は、 規則で定 める日か ら施行す る。  

(平成 18 年 2 月規 則第 9 号 により同 年 4 月 1 日から施 行 ) 



 

 

横浜市社会福祉審議会運営要綱 

 

 

                           制  定 昭和40年３月１日 

最近改正 平成25年６月14日 

（趣旨） 

第１条 横浜市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の所管事項、組織、運営等に

ついて必要な事項は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）（以下「法」という。）、社

会福祉法施行令（昭和33年政令第185号）（以下「令」という。）及び横浜市社会福祉審

議会条例（平成12年２月横浜市条例第３号）（以下「条例」という。）に定めがあるも

ののほか、この要綱の定めるところによる。 

 （定数） 

第２条 審議会は委員35人以内で組織する。 

（所管事項） 

第３条 審議会は、次の各号に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 民生委員の適否の審査に関すること。 

(2) 身体障害者の福祉に関すること。 

(3) 高齢者の福祉に関すること。 

(4) 低所得者の福祉に関すること。 

(5) その他社会福祉の増進に関すること。 

ただし、児童、妊産婦及び知的障害者の福祉に関する事項を除く。 

（専門分科会の設置） 

第４条 法第11条第１項の規定に基づき、審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項

を調査審議するため、民生委員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調

査審議するため、身体障害者福祉専門分科会を置く。 

２ 法第11条第２項の規定に基づき、審議会に、高齢者の福祉に関する事項を調査審議す

るため、高齢者福祉専門分科会を置く。 

３ 法第11条第２項の規定に基づき、審議会に、前２項の事項以外の事項を調査審議する

ため、その他の専門分科会を置くことができる。 

 （専門分科会長の選任） 

第５条 前条第１項及び第２項に規定する専門分科会の専門分科会長は、当該専門分科会

に属する委員の互選によってこれを定める。 

２ 前条第３項に規定する専門分科会の専門分科会長は、当該専門分科会に属する委員及

び臨時委員の互選によってこれを定める。 

（審査部会の設置） 

第６条 身体障害者福祉専門分科会に、令第３条の規定に基づき身体障害者障害程度審査

部会（以下「審査部会」という。）を置く。 

２ 審査部会は、次の各号に掲げる事項について調査審議する。 

(1) 身体障害者の障害程度の審査に関すること。 

(2) 身体障害者福祉法第15条第２項の規定に基づく医師の指定に関すること。 

３ 審議会は、前項の審議事項について諮問を受けたときは、審査部会の決議をもって審

議会の決議とする。 

４ 審査部会に部会長を置き、審査部会に属する委員及び臨時委員の互選によってこれを



 

 

定める。 

５ 部会長は会務を掌理する。 

（会議の招集） 

第７条 審査部会は、部会長が招集する。 

（幹事） 

第８条 審議会に幹事若干名を置く。 

２ 幹事は、市の職員のうちから委員長が任命する。 

３ 幹事は、委員長の命を受け、審議会の事務を処理する。 

 （会議の傍聴） 

第９条 審議会の会議の傍聴を希望する者は、会場の受付で氏名及び住所を記入し、傍聴

券の交付を受けなければならない。 

２ 前項の傍聴券は、会議当日、先着順に交付する。 

 （秩序の維持） 

第10条 会議を傍聴する者（以下「傍聴者」という。）は、会場の指定された場所に着席

しなければならない。 

２ 傍聴者は、会場において、写真撮影、録画、録音等を行ってはならない。ただし、委

員長が許可した場合は、この限りでない。 

３ 危険物を持っている者、酒気を帯びている者その他委員長が会議の運営に支障がある

と認める者は、会場に立ち入ってはならない。 

 （会場からの退去） 

第11条 委員長は、傍聴者が会議の進行を妨害する等会議の運営の支障となる行為をする

ときは、当該傍聴者に会議の運営に協力するよう求めるものとする。この場合において、

委員長は、当該傍聴者がこれに従わないときは、会場からの退去を命じることができる。 

 （会議の非公開） 

第12条 横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１号）第

31条ただし書の規定により会議を非公開とするときは、委員長はその旨を宣告するもの

とする。 

２ 委員長は、委員の発議により会議を非公開とするときは、各委員の意見を求めるもの

とする。 

３ 会議を非公開とする場合において、会場に傍聴者等がいるときは、委員長は、その指

定する者以外の者及び傍聴者を会場から退去させるものとする。 

（委任） 

第13条 この要綱に定めるものを除くほか、審議会の運営その他必要な事項は、委員長が

審議会に諮って定める。 

 

附 則 

 この要綱は、昭和40年３月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、昭和41年２月28日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、昭和45年８月４日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、昭和46年10月４日から施行する。 

附 則 



 

 

 この要綱は、昭和48年７月24日から施行し、昭和48年５月12日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、昭和50年６月26日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、昭和53年２月23日から施行し、昭和52年６月10日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、昭和53年７月20日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、昭和59年７月13日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、昭和61年１月12日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、昭和62年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成12年４月１日以降最初に開催される審議会総会での承認後から施行

する。【平成12年８月１日施行】 

（経過措置） 

２ 平成12年４月１日以降施行日までの間に開催される各専門分科会及び身体障害者障害

程度審査部会に関する規定は、条例のほか改正前の要綱について適用するものとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成12年７月24日以降最初に開催される審議会総会での承認後から施行 

する。【平成12年８月１日施行】 

 （経過措置） 

２ 平成12年７月24日以降施行日までの間に開催される各専門分科会及び身体障害者障害 

程度審査部会に関する規定は、条例のほか改正前の要綱について適用するものとする。   

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成13年１月６日以降最初に開催される審議会総会（以下「総会」とい 

う。）での承認後から施行する。【平成13年５月25日施行】 

 （経過措置） 

２ 平成13年１月６日以降施行日までの間に開催される各専門分科会及び身体障害者障害 

程度審査部会に関する規定は、条例のほか改正前の要綱について適用するものとする。 

３ 平成13年４月１日以降に総会が開催されるときは、この要綱中、「「令第４条」を「令

第２条」に改める」規定を、「「令第４条」を「令第３条」に改める」規定に読み替え

るものとする。 

附 則 

 この要綱は、平成25年６月14日から施行する。 

 



横浜市の保有する情報の公開に関する条例（抄） 

制 定  平成 12 年２月 25 日横浜市条例第１号

 

 

（会議の公開）  

第 31 条 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基

づき設置する審議会等の附属機関及び実施機関が設置したこれに準ずる機関

（以下「審議会等」という。）の会議は、公開する。ただし、次の各号に掲げ

る場合は、この限りでない。  

(1) 他の法令等に特別の定めがある場合  

(2) 非開示情報に該当する事項を審議する場合  

(3) 会議を公開することにより、公正かつ円滑な議事運営が著しく阻害さ

れると認められる場合で、審議会等の決定により、その会議の全部又は一

部を公開しないこととした場合  
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１ 計画策定の趣旨  

  「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、老 

人福祉法第 20 条の８に基づく老人福祉計画と介護保険法第 117 条に基づく介護保険事業計画を一体のものとし

て策定することとして、市町村に義務付けられた、高齢者に関する保健福祉事業や介護保険制度の総合的な計

画です。 

本計画については、第６期計画(平成 27（2015）年度～29（2017）年度)より、「よこはま地域包括ケア計画」と

して位置付け、横浜型地域包括ケアシステムの構築を中長期的な視点で進めていくため、団塊の世代全員が 

75 歳以上（後期高齢者）となる 2025 年を見据えて、目指すべき将来像や介護需要、必要な保険料の推計など

を行っています。 

   第７期計画の期間は、平成 30（2018）年度から平成 32（2020）年度までの３年間です。 
  

２ 2025年の目指す将来像と横浜型地域包括ケアシステム  

   2025 年に向けて、横浜市の目指す将来像と「横浜型地域包括ケアシステム」の構築に向けた視点を次のように

位置付けます。 

 

       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

資料３ 

平成 30年３月 27日  

横浜市社会福祉審議会 

よこはま地域包括ケア計画 
（第７期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画） 

【概 要】 

地域で支え合いながら、介護・医療が必要になっても安心して生活でき、

高齢者が自らの意思で自分らしく生きることができる 

2025年の目指す将来像 

 

 
（１）地域包括ケアシステムの実現に向けた目標の共有 

（２）多様な主体による地域包括ケアシステムの構築 

（３）多職種が連携した一体的なケアの提供 

（４）多様なニーズに対応する「施設・住まい」の実現 

（５）市民の意識の醸成 

（６）「地域共生社会」の実現に向けて 

「横浜型地域包括ケアシステム」の構築に向けた視点 

 

■ 「横浜型地域包括ケアシステム」とは ■ 

「横浜型地域包括ケアシステム」とは、横浜市域において「介護・医療・介護予防・生活支援・住ま

い」が一体的に提供される、包括的な支援・サービスの提供体制のことで、地域ケアプラザ（地域包

括支援センター）を中心に、日常生活圏域ごとに進めていくものです。 

具体的には、 

① 活発な市民活動と協働します。 

② 「介護予防・健康づくり」、「社会参加」、「生活支援」を一体的に推進し、健康寿命の延伸につな

げます。 

③ 医療・介護の連携など、多職種連携の強化を進めます。 

④ 高齢者が「地域を支える担い手」として活躍できる環境整備を進めるとともに、医療や介護などの

人材確保・育成に取り組みます。 
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３ 計画の基本目標と施策体系  

   第７期計画の基本目標と６つの基本的な方向及び介護サービス量等の見込み・保険料の設定等を体系立てて、

各種施策を推進していきます。 

ポジティブ・エイジング
～誰もが、いつまでも、どんなときも、自分らしくいられる
「横浜型地域包括ケアシステム」を社会全体で紡ぐ～

基本目標

基本的な方向

Ⅲ 認知症にやさしい地域を目指して

Ⅳ ニーズや状況に応じた施設・住まいを目指して

Ⅴ 安心の介護を提供するために

Ⅰ 地域共生社会の実現に向けた地域づくりを目指して

Ⅱ 地域生活を支えるサービスの充実と連携強化を目指して

○誰もが、いくつになっても、その人に合う役割を持ち、地域の担い手となることができるよう、

「介護予防・健康づくり」、「社会参加」、「生活支援」を一体的に推進し、健康寿命の延伸につ
なげます。

○ 地域共生社会の実現に向け、多様な主体が連携した包括的な支援体制により、活動や支援
が充実した地域づくりを進めます。

○ 医療・介護が必要になっても地域で安心して生活できるよう、在宅生活を支える介護、医療、
保健・福祉の充実を図ります。

○ 医療・介護の連携など、多職種連携の強化を進め、利用者の状況に応じた必要なケアを
一体的に提供することができる体制を構築します。

○認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた良い環境の中で暮らし続けられる

地域づくりを目指します。
○ 認知症の人や家族のニーズを踏まえ、本人の状態に応じて適切な支援が受けられるよう、
医療・介護サービスの適切な提供、連携を推進するとともに、地域の見守りやインフォーマル
サービス等も含めた切れ目のない支援体制の構築を進めます。

○要介護高齢者、認知症高齢者、一人暮らし高齢者等の大幅な増加が見込まれる中で、多様
なニーズに対応し、個々の状況に応じた選択を可能とするため、必要な施設や住まいを整備し
ます。

○施設・住まいに関する相談体制の充実を図り、個々の状況に応じたサービスが選択できるよう

支援します。

○増大する介護ニーズに対応し、質の高いサービスを安定的に提供するため、①新たな介護

人材の確保、②介護人材の定着支援、③専門性の向上を３本柱として総合的に取り組みます。

Ⅵ 地域包括ケア実現のために

○市民に分かりやすい情報の発信や介護サービスの適正な提供・質の向上など、横浜型地域
包括ケアシステムを支える基盤整備を進めます。

介護サービス量等の見込み・保険料の設定等
保険料の推計

目標達成に向けた施策体系
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４ 主な具体的施策  

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ 地域共生社会の実現に向けた地域づくりを目指して 

１ 介護予防・健康づくり 

地域の中で介護予防や健康づくりに取り組める環境が整い、どのような心身の状況であっても、自分らしく健

康で生きがいのある生活を送ることができる地域づくりを推進します。 

若い世代からの継続的な健康づくりが将来の介護予防につながるよう、行政、地域、企業・団体が協力して、

健康づくり・介護予防が連動した全世代型の取組を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 社会参加 

高齢者がこれまで培った知識・経験を生かし、「地域を支える担い手」として活躍できる環境の整備を進め、

「活力のある地域」を目指します。また、社会参加することにより、介護予防・健康づくりにつながる仕組みづくりを

推進します。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ よこはまウォーキングポイントの推進（よこはま健康スタイル）  拡充 

・「よこはまウォーキングポイント」や、「よこはまシニアボランティアポイント」、「よこはま健康スタンプラリー」な

ど、日常生活の中で楽しみながら継続して取り組める仕組みを重層的に推進します。 

・「よこはまウォーキングポイント」では、歩数計に加え、スマートフォンで参加できる歩数計アプリも導⼊し、よ

り広い世代へ働きかけ、参加者の健康⾏動の習慣化を進めます。 

■ 元気づくりステーションの推進  拡充 

・住民と横浜市が協働で行う、介護予防・健康づくりを目的としたグループである「元気づくりステーション」

は、地域の特性に合わせて、体操、ウォーキング、認知症予防、口腔機能向上、栄養改善など様々な活動

を行っています。自治会町内会館、公園、地域ケアプラザ（地域包括支援センター）など、歩いて行ける身

近な場所で、主体的・継続的に介護予防に取り組むグループ活動を拡げます。 

・加齢に伴い虚弱になっても継続して参加でき、役割を持ってお互いに支えあえるグループづくりができるよ

う、リハビリテーション専門職を積極的に活用します。また、民間企業との連携を広げ、より多くの高齢者が興

味を持てる介護予防活動のメニューを取り入れます。 

■ 生きがい就労支援スポットの整備  拡充 

・ライフスタイルに合わせた就労・ボランティア・地域活動等の情報提供を行い、高齢者の活躍の場を創出

する生きがい就労支援スポットについて、モデル事業からさらなる整備に向け検討します。 

・就労先・ボランティア先のさらなる開拓や、就労先へのマッチング率の向上を目指して事業展開するととも

に、地域との連携を強化し、地域での担い手不足の解消や地域課題の解決につなげる取組を推進します。 

■ よこはまシニアボランティアポイントの推進  拡充 

・活動者拡大のため、寄附・換金対象ポイントの上乗せ等を検討します。また、身近な地域で活躍できる場

を増やすため、介護予防・生活支援サービス補助事業による活動（サービス B）や、サロンなどへ対象事業

を拡大します。さらに、登録後に活動につながっていない方に向けて、情報提供等を行うことにより積極的な

活動参加を支援します。 

 

■ セカンドＳＴＥＰプロモーション事業（退職後の生活・地域情報の提供）  新規 

・セカンド STEP プロモーション事業は、定年退職を迎える世代を対象に、民間企業や区役所などと連

携し、日常生活で活用できる情報や多様な行政サービスの利用方法をＰＲすることで、ビジネスライフ

から自分の住み慣れたまちへ生活基盤を移した際、スムーズに地域に移行できるようサポートします。 
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３ 生活支援  

高齢者一人ひとりができることを大切にしながら住み慣れた地域に暮らし続けるために、地域とつながり助け

合える地域づくりが重要です。地域住民、ボランティア、ＮＰＯ法人及び民間企業など多様な主体が連携・協力

し、高齢者の生活に必要な活動やサービスが得られる地域づくりを推進します。また、高齢者が支援を受けるだ

けでなく、自分自身ができることを活かして社会参加することが介護予防・健康づくりにつながります。 

【主な取組】 

 

Ⅱ 地域生活を支えるサービスの充実と連携強化を目指して 

１ 在宅介護・リハビリテーション 

介護保険サービス、介護保険給付以外のサービスについて、多様な事業者の参入を図り、適切なサービス

供給量を確保し、高齢者の在宅生活を支えます。 

重度な要介護者、単身や夫婦のみの高齢者世帯等の方々が住み慣れた地域で安心して生活を継続できる

よう、24 時間対応可能な地域密着型サービスの整備を推進します。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

２ 在宅医療・看護 

医療・介護が必要な場面に応じて適切なサービスを提供するため、在宅医療連携拠点を軸とした医療介護

連携の強化と、人材の確保・育成等の在宅医療提供体制の構築を推進します。 

また、在宅医療や人生の最終段階（看取り等）に係る市民理解の促進のための普及・啓発を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 保健・福祉 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、中心的な役割を担う地域ケアプラザ（地域包括支援センター）の強

化を図ります。また、一人暮らし高齢者や認知症の高齢者の増加に対応し、高齢者の権利や財産を守ることや

虐待防止に取り組むとともに、人生の最後まで自分らしく生きることができるよう、高齢者本人による自己決定を

支援するための取組を進めます。 

■ 住民主体による活動の支援   拡充 

・地域ケアプラザ（地域包括支援センター）・区社会福祉協議会に配置されている生活支援コーディネータ

ー等の関係者が、地域と課題を共有し、住民主体による活動の創出・持続・発展をきめ細かく支援します。

介護予防・生活支援サービス補助事業（サービス B）を活用し、一定の基準を満たす要支援者等の日常生

活を支える住民主体の活動を支援します。 

 

■ 24 時間対応可能な地域密着型サービスの推進  拡充 

・24 時間対応可能な定期巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機

能型居宅介護を適切に提供できるよう、計画的な整備、周知や質の向上に向けた取組を推進します。 

■ 在宅医療連携拠点・地域ケアプラザ・行政による在宅医療介護の連携強化  拡充 

・医師会と協力し、18 区の在宅医療連携拠点運営の安定と均一化を図るとともに、医療機関や地域ケアプ

ラザ（地域包括支援センター）・関係団体との連携を強化し、在宅医療を更に充実します。 

・医療・介護が必要な場面（入退院時調整・療養生活・急変時対応・人生の最終段階）に応じ、必要な患者

情報をスムーズに共有するための仕組みづくりを行います。(退院調整情報共有ツールの改訂、シーン別（看

取りの場面等）情報共有ツール作成) 

■ 市民・患者・専門職による対話の促進  新規 

・在宅医療や人生の最終段階の医療（看取りも含めた）についての理解を深めるため、地域ケアプラザ（地域

包括支援センター）などの地域の身近な場所で、市民・患者・専門職が、自宅での療養や看取りなど在宅医

療についてそれぞれの立場で話し合い、お互いに学び合うことができる場づくり（既存の場を活用した在宅医

療サロン）を進めます。 
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【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 医療・介護・保健福祉の連携 

利用者の状況に合わせて医療・介護・保健福祉が一体的に提供できるよう、地域ケア会議の取組を推進

するとともに、多職種連携・地域との連携を強化し、包括的・継続的なケアマネジメントを推進します。 

【主な取組】 

 

■ 地域ケアプラザ（地域包括支援センター）の強化（質の向上） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、中心的な役割を担う地域ケアプラザ（地域包括支援センター）の

強化を図ります。介護保険サービスにとどまらない幅広い地域資源等の情報提供や、その人らしい暮らしを支

援できるよう総合相談の強化に取り組みます。 

・区福祉保健センターや関係機関との連携を強化するとともに、職員向け研修の充実など業務の質の向上に

取り組みます。 

■ 本人の自己決定支援（エンディングノート等の作成と普及等）  新規 

・65 歳になる時期にあわせて、人生の最後まで自分らしく生きることに対し関心を持ち、理解を深める啓発や

各種情報を提供する媒体を作成します。 

・市民一人ひとりが自らの意思で自身の生き方を選択し、人生の最後まで自分らしく生きることができるよう、

これまでの人生の振り返り、これからの生き方を考えるきっかけとなるエンディングノートを作成し、活用のため

の講座を開催します。 

 

■ 社会福祉法人の地域貢献  新規 

・社会福祉法の改正により一層進められる社会福祉法人の地域貢献について、地域のニーズと社会福祉法

人の強みや経験を生かしたコーディネートの仕組みをつくります。また、地域協議会等、社会福祉法人の地域

貢献活動を推進する場を充実させます。 

■ 民間活力の導入  新規 

・医療・介護分野等における新たなビジネス創出の観点から、介護施設や介護事業所など介護現場の課題

解決や負担軽減などにつながる民間企業の技術やノウハウの導入支援を進めます。また、介護事業者等が

先進的な導入事例を共有する機会の創出を検討します。 

■ 地域ケア会議 

・多職種の協働のもと、高齢者の自立支援に資するケアマネジメントを支援し、地域の方々も含めた地域で高

齢者を支えるネットワークを構築するとともに、具体的な地域課題やニーズを必要な社会基盤整備につなげ

ます。 

■ 多職種や地域との連携による包括的・継続的ケアマネジメント支援の強化   拡充 

・高齢者の生活全体を丸ごと（包括的）、どのような状態になっても切れ目なく（継続的）支えるため、医療・介

護に関わる専門機関を中心とした多職種による研修の実施等により、連携を強化します。 

・ケアマネジャーと医療機関との連携強化が図れるよう、医療に関する情報の提供や、ケアプラン作成に必要

な医療の知識を習得するための研修等を実施します。 

■ 医療・介護連携ケアパス（介護サービス等のガイドの作成・活用方法）の検討  新規 

・退院後に自宅で利用できる介護保険サービスや医療の内容に加え、在宅生活復帰を目指して日常生活動

作のリハビリ等を行う介護老人保健施設に関する情報提供など、ご本人やご家族が退院後のケアの見通しを

立てやすくする支援策として、「医療・介護連携ケアパス」（介護サービス等のガイドの作成・活用方法）を検討

します。 
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Ⅲ 認知症にやさしい地域を目指して 

１ 市民理解・地域づくり 

認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた良い環境の中で暮らし続けられる地域を目指して、

認知症に関する正しい知識の普及啓発を行い、市民理解を深めます。また、介護者のニーズに応じた支援を

実施していくとともに、認知症の人の行方不明時の対応の充実や地域の実情に合わせた見守り体制づくりを

進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 認知症予防、早期診断・早期対応、医療・介護連携 

認知症の人や家族の意思が尊重され、本人の状態に応じて適切な支援が受けられるよう、支援者の対応

力向上や医療・介護連携の強化に取り組みます。認知症予防や認知症の早期診断・早期対応に向けた体

制づくりを進めます。また、若年性認知症の人や家族への支援の充実を図ります。 

【主な取組】 

 

■ 認知症の人の行方不明時の早期発見等の取組の充実  拡充 

・行方不明となった認知症の人の早期発見と身元不明対策を目的とした見守りツールを導入します。 

・行方不明などにより生命の危険がある認知症の人の早期発見を目的とした、認知症高齢者等ＳＯＳネットワ

ークの取組を各区の状況に応じて推進します。 

■ 認知症サポーターキャラバンの推進  拡充 

・認知症に関する正しい知識を普及するため、地域の団体をはじめ、若年層や認知症の人と接する機会の多

い企業等に対し、認知症サポーター養成講座を積極的に開催します。 

・認知症サポーターが地域のさまざまな場面で活躍できるよう、認知症高齢者グループホーム・認知症対応

型デイサービス等と連携した取組や、活動につながるための仕組みを検討します。 

 

■ 集いの場（認知症カフェ等）の活動支援 

・認知症の人や家族、地域住民などの誰もが気軽に立ち寄り、情報交換や相談を通じて、孤立予防や介護

負担の軽減などが図れる「集いの場（認知症カフェ等）」の取組を推進します。 

■ 認知症初期集中支援チームの全区設置・効果的な活用  拡充 

・認知症初期集中支援チームを全区に設置し、各区の実情に応じた早期診断・早期対応に向けた支援体制

を構築します。 

・認知症疾患医療センター等の専門医療機関や地域医療機関、介護事業者等とも連携を図りながら、認知

症初期集中支援チームの効果的な活用を図ります。 

 

■ 認知症の早期発見・早期対応に向けた取組  拡充 

・認知症の早期発見や軽度認知障害（ＭＣＩ）に関する普及啓発のために、認知症のセルフチェックシートを作

成・周知するとともに、生活習慣の改善に向けたきっかけづくりに取り組みます。 

 

■ 認知症対応力向上研修等の拡充  拡充 

・認知症の早期発見・早期対応や、認知症の状態に応じた切れ目のない適切なサービス提供が行えるよう、

医療関係者を対象とした認知症の対応力向上研修を実施します。かかりつけ医・歯科医師・薬剤師等を対

象とした研修のほか、新たに看護職員向け研修を実施します。 

■ 若年性認知症支援コーディネーターを中心とした支援体制の構築  拡充 

・支援体制の充実を図るため、若年性認知症支援コーディネーターを配置し、若年性認知症の人や家族、

関係者の相談支援を行います。 

・若年性認知症支援コーディネーターを中心に、若年性認知症の自立支援に関わる関係者のネットワークの

調整や支援体制の充実に向け、支援者向け研修を実施します。 
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Ⅳ ニーズや状況に応じた施設・住まいを目指して 

１ 個々の状況に応じた施設・住まいの整備・供給 

重度の要介護者向けの施設や要介護者にも対応した住まい、多様なニーズに対応できる施設・住まいな

ど、必要量に応じて整備・供給します。特に介護需要の増大に対応するため、特別養護老人ホーム等の施

設の整備量を加速します。 

【主な取組】 

定員 平成27年度
（2015年度）

平成28年度
（2016年度）

平成29年度
（2017年度）

平成30年度
（2018年度）

平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度）

特別養護老人ホーム
※地域密着型特別養護老人ホームを含む

年度末整備数
（増減）

14,824
（304)

15,168
(344)

15,593
（425）

16,013
（420）*1

16,433
（420）*1

17,033
（600）

認知症対応型共同生活介護
（認知症高齢者グループホーム）

年度末整備数
（増減）

5,053
(108)

5,072
(19)

5,438
(366)

5,663
(225)

5,888
(225)

6,113
(225)

特定施設
（介護付き有料老人ホーム等）

年度末整備数 11,958 12,514 13,289 14,089 14,789 15,489

介護老人保健施設 年度末整備数 9,571 9,571 9,571 9,571 9,571 9,571

介護療養型医療施設
（介護医療院） 年度末整備数 486 422 362 362*2 362*2 362*2

第７期計画期間

 
 ＊１：ショートステイから本入所への転換分（30 年度 120 人分、31 年度 140 人分）を含む 

＊２：医療療養病床から介護医療院への転換は含めていない 

※地域医療構想で推計している、2025 年までに療養病床から地域への移行が見込まれる患者数のうち、介護施設で対応

する 185 人分を、特別養護老人ホーム（ショートステイからの転換）等で見込む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 認知症高齢者グループホーム  拡充 

・認知症高齢者が増加し、グループホームを必要とする方が増えることなどから、平成 30 年度から整備量を

倍増し、各年度平均 225 人分程度を整備します。 

 

■ 特別養護老人ホーム（サテライト型含む）の整備  拡充 

・要介護認定者や認知症高齢者が急激に増加し、施設入所を必要とする方が増えるため、平成 30 年度の

公募から整備量を年間約 300 人分から倍増し、年間 600 人分程度を整備します。 

・サテライト型特別養護老人ホームは、定員 29 人以下の小規模施設で、本体施設と密接な連携を確保しつ

つ、別の場所で運営されます。通常の特養と比べ、人員・設備基準は緩和され、狭い敷地面積でも建設でき

るため、積極的に整備します。 

 

■ 介護医療院（介護療養型医療施設）  新規 

・新たに創設された「介護医療院」は、慢性期の医療・介護ニーズを併せ持つ高齢者を対象に、「日常的な

医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の医療機能と、「生活施設」としての機能を兼ね備えた施設です。

今後、介護療養型医療施設及び医療療養病床からの転換や新設に向けた検討を行います。 

 

■ サービス付き高齢者向け住宅の供給支援  拡充 

・生活相談や安否確認サービスが提供されるサービス付き高齢者向け住宅について、国の制度等を活用し

て供給を支援します。 
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Ⅴ 安心の介護を提供するために 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 相談体制・情報提供の充実 

多様化する高齢者の施設や住まいについて、身近な場所できめ細かな情報提供や相談対応を行うため、

「高齢者施設・住まいの相談センター」の機能拡充や、「施設のコンシェルジュ」の体制強化に取り組みます。 

【主な取組】 

 ■ 施設・住まいの相談体制や情報提供の充実  拡充 

・特別養護老人ホームの入所申込の一括受付や、高齢者の施設・住まいに関するサービスの情報提供を行

っている「高齢者施設・住まいの相談センター」について、今後は、より身近な場所で相談対応や情報提供が

行えるように機能拡充を進めます。 

・特別養護老人ホームの入所申込者に対して電話等によるアプローチを行う「施設のコンシェルジュ」につい

て、入所申込者に寄り添いながら、個々の状況に適したサービスの選択につなげることができるよう体制を強

化します。 

■ 新たな住宅セーフティネットの取組の推進  新規 

・高齢者等の住宅確保要配慮者の入居を拒まない民間賃貸住宅を都道府県等に登録する「新たな住宅セ

ーフティネット制度」が創設されたことから、本制度も活用しながら、重層的な住宅セーフティネットの構築を進

めます。 

■ 生活援助員派遣事業  拡充 

・高齢者用市営住宅等の入居者の在宅生活を支援するため、生活援助員を派遣し、生活相談、助言や安

否確認、緊急時の対応を行います。また、現在、派遣中の公営住宅に加えて、高齢化率が高く福祉的対応

が必要な公営住宅（４か所）に生活援助員を派遣します。 

１ 新たな介護人材の確保 

若年者、中高年齢者、海外からの介護人材など様々な人材層を対象に、新たな介護人材の確保と将来

の介護人材の養成に取り組みます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 資格取得と就労支援の一体的な支援  拡充 

・40～60 歳代の求職者などを対象とした介護職員初任者研修の受講と就労を一体的に支援し、市内の介

護人材不足解消につなげます。 

・外国籍の生徒・外国につながる生徒や定時制高校に通う高校生には、必要に応じて日本語研修を行うとと

もに、介護職員初任者研修の受講と就労を一体的に支援し、将来の介護人材の確保・育成につなげます。 

 

■ 住居確保の支援  新規 

・新たな人材の確保の一環として、新たに介護職員となる人（海外から来日する介護人材を含む）等を対象と

した住居確保の支援を実施します。 

・高齢化の進む大規模団地の活用や介護職員による地域貢献につながる仕組みについてもあわせて検討し

ます。 

 

■ 外国人活用に向けた受入促進  新規 

・海外から介護福祉士を目指して来日する留学生を対象に、横浜市社会福祉基金を活用し、日本語学校の

学費等を補助します。介護の仕事や日常生活の相談等、「住居」、「仕事」、「生活」を一体的に支援し、新た

な介護人材確保を目指します。 

・入国管理法の改正による在留資格「介護」の制度化や、介護の技能実習制度で来日した人に対して介護

福祉士受験資格が付与される制度改正が行われたことを受け、介護職場への外国人受け入れに向けた支

援策等について、調査・検討を進めます。 
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２ 介護人材の定着支援 

介護職員の定着を図るため、働きやすい職場づくりや介護職員の負担軽減に向けた取組を支援します。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 専門性の向上 

介護現場の中核を担う人材の育成、各種専門性向上のための研修実施、多職種との連携などにより、介

護人材の専門性を高める取組を推進します。 

【主な取組】 

 

Ⅵ 地域包括ケア実現のために 

■ 高齢者雇用を伴う介護ロボット等導入支援  新規 

・高齢者の社会参加促進と、新たな担い手として高齢者の活躍を支援するとともに、介護人材不足に対応す

るため、高齢者雇用を条件に介護ロボット（センサーによる見守り機器、排泄予知機器）等の福祉機器の導入

費用の一部を支援します。 

 

■ 介護事業所のための質の向上セミナー 

・介護事業所の管理者向けのセミナーを開催し、人材育成を含めた職場環境の改善、運営能力の向上、サ

ービスの質の向上を図ります。 

■ 経営者向け研修  新規 

・介護施設の経営者層向けに人材育成など、経営マネジメントの研修を行います。 

■ 事業所単位表彰制度の創設  新規 

・高齢者の生活の質の向上に資するような効果的な機能訓練プログラム等を実施している介護事業者の取

組を評価し、事業所単位の表彰制度を創設します。また、その取組を他の事業所へも広く周知することで、

市内事業所全体のサービスの質の向上を図ります。 

■ 外国人介護職員等への支援  拡充 

・介護施設で働く在留外国籍市民や外国につながる市民を対象に日本語学習の支援を通年で行い、研修に

参加できない場合でも学習できるよう動画配信等を実施します。 

 

１ 高齢者が安心して暮らせる社会づくりにつながる環境整備 

施策検討におけるデータ活用の促進や、よりきめ細かな地域分析などを行うため、ＩＣＴを活用した取組を

推進します。また、高齢者を含む全ての人にやさしいまちづくりを、ソフトとハードの両面で進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ICT の活用（データ活用の促進、地域ニーズや社会資源の把握・分析等）  新規 

・日常生活圏域単位で介護データ等を分析・活用するためのデータベースシステムを新たに構築し、医療分

野のデータベースシステムと連携します。介護と医療のデータを施策や事業の検討に活用します。 

■ 高齢者にやさしい・安心のまちづくりの推進 

・横浜市福祉のまちづくり条例に基づき、建築物や道路、公園、駅舎等の公共交通機関の施設などについ

て、高齢者を含む全ての人にやさしい施設整備を進めます。また「福祉のまちづくり推進会議」において、市民

や事業者等から幅広く意見を聞きながら、ハード・ソフトの両面から福祉のまちづくりを総合的に推進します。 
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２ 介護サービスの適正な量の提供及び質の向上 

要介護認定の適正な事務執行に努めます。また、サービスの質の向上と事業者の透明性を高めるため、

第三者評価の受審や介護相談員の派遣を実施します。 

さらに、利用者に対して適切にサービスが提供されるよう、介護給付費の適正化を進め、事業者に対する

指導・監査体制を強化します。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市民に分かりやすい情報の公表と発信 

利用者やその家族が適切にサービスを選択できるよう、様々な媒体を通じて、各種制度やサービス事業者

の周知・広報を進めます。 

【主な取組】 

 

 

 

 

 

４ 苦情相談体制の充実 

利用者が安心してサービスを利用できるよう、身近な場所で苦情相談できる体制を確保するとともに、苦情

内容に対して関係機関で連携し、迅速かつ的確な対応を行います。 

■ 介護給付費等適正化の推進（要介護認定の適正化・ケアプラン点検等） 

・要介護認定調査の平準化を図るために、認定調査員に研修を行うとともに、審査会の平準化を図るため

に、審査会委員を対象に研修を行います。また、調査内容の点検方法や業務の標準化に取り組み、認定事

務の効率化を進めます。 

・介護給付データ等を活用し、ケアマネジメントスキル向上のための支援の仕組みづくりに向けて、利用者

個々の自立支援に資する適切なサービスを組み合わせたケアプランの作成を支援します。 

■ 介護保険事業者に対する指導・監査の強化 

・介護保険事業者に対し、集団指導講習会等を通じて法令等の周知や運営に関する指導・助言を行い、介

護サービスの質の向上を図ります。 

・定期的に介護保険事業所等の運営状況の確認を行えるよう、外部委託による実地指導の対象サービスを

拡大するなど、より効率的・効果的な指導・監査を実施します。 

 

■ 介護サービス情報の公表の推進 

・利用者が介護サービス事業者等を選択できるよう、また市内事業所等が提供する介護サービスに係る情

報を円滑かつ容易に取得できるよう、ホームページにより公表します。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 

平成 30年３月 27日  

横浜市社会福祉審議会 

 

 
取 組 プラン上の事業名 取  組  内  容 

１－２ 
相談支援 

計画相談支援事業【P41】 
障害福祉サービスを利用する全ての方に、計画相談支援によるきめ細かい相談支援が提供できるよう、体制の

整備と事業所の人材育成・確保支援などの取組を推進。 

２－１ 
住まい 

公立障害者支援施設の再整備の検討 
【P62】 

松風学園の入居者の居住環境改善のため、個室化等の設計を進め、同園敷地に入所施設を整備する基本構想に

着手。 
精神障害者地域移行・定着支援 
【P65】 

精神科病院等の長期入院者患者の早期退院を図るため、一部の生活支援センターで実施している精神障害者地域移

行・定着支援事業（退院サポート事業）を 18 区に拡大予定。うち、平成 30 年度は３区拡大し 15 区で実施予定。 
精神障害者生活支援センターの運営 
【P71】 

精神障害者にも対応した地域包括ケアシステム構築に向け、Ａ型センター（指定管理者方式）とＢ型センター

（補助金方式）のサービスの標準化に向け、Ｂ型センター機能を強化。 
２－２ 
暮らし 

地域生活支援拠点の整備 
【P73】 

居住支援機能として、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供を図るため、モデル実施として２区の基

幹相談支援センターである法人型地域活動ホームにコーディネーターを配置。 

３－１ 
健康・医療 

医療的ケア児・者等に対する関連分

野の支援を調整するコーディネータ

ーの配置【P92】 

医療・福祉・教育など多分野にまたがる支援を調整するコーディネーターを平成 30 年度養成、31 年度配置。 
（こども青少年局・健康福祉局・医療局・教育委員会事務局・４局連携事業 ） 

３－２ 
バリアフリー 

ユニバーサルデザインタクシー導入促

進事業【P98】 

車いすに乗ったまま乗車できるユニバーサルデザインタクシー導入費用の助成台数を大幅に増やし、タクシー

車両のバリアフリー化を促進。 
４－２ 
教育 

特別支援学校の再編整備【教育委員

会事務局】【P124】 
肢体不自由児の教育環境等の向上のため、左近山特別支援学校の整備工事に着手し、北綱島特別支援学校を上

菅田特別支援学校の分校へと移行。 
５－５ 

文化･ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸ 
障害者スポーツ文化センターの整備

及び運営【P161】 
文化・スポーツ活動の場や機会を充実させるため「ラポール上大岡（仮称）」を南部方面に整備。 

 

「第３期横浜市障害者プラン改訂版」原案について 

  趣 旨 
本市では、平成 27年度から平成 32年度までを計画期間とする「第３期横浜市障害者プラン」を策定し、「自己選択・自己決定のもと住み慣れた地域で、安心して、学び・育ち・暮らしていくことができるま

ち、ヨコハマを目指す」を基本目標に掲げ、障害福祉施策を進めています。この度３年が経過するため、市民意見募集等を経て中間見直しを行い、「第３期横浜市障害者プラン改訂版」原案を作成しました。 

 

 
 
 
 
  

 

第３期障害者プラン 
該当法定計画 

H27 年度～H29 年度 H30 年度～H32 年度 
施 策 の 方 向 性 

障害者計画 
個  別  事  業  

サービス利用の見込み量 
サービス利用の見込み量 障害福祉計画 

うち、障害児の見込み量 障害児福祉計画 

(H30年度～)  

１ 障害者プランの構成 

本プランは、障害者基本法に基づき本市における障害者に関する基本的な施策の方向

性及びその実現のために必要な個別の事業等を定める「障害者計画」と障害者総合支援

法及び児童福祉法に基づき円滑にサービス提供が進むようサービスごとに必要な利用の

見込み量等を定める「障害福祉計画」「障害児福祉計画」の二つの性質を持つ計画です。 

本プランは障害児者
の生活「５つのテーマ」
に分類し、施策を進め
ています。 

 H25 H27 H29 
横 浜 市 人 口 3,693,788 人 3,712,170 人 3,728,124 人 

手 帳 所 持 者 数 143,657 人 152,852 人 159,563 人 

割   合 3.89％ 4.12％ 4.28％ 

身 体 障 害 者 手 帳 96,114 人 99,120 人 99,356 人 
愛 の 手 帳 ( 療 育 手 帳 ) 23,005 人 25,447 人 27,958 人 
精神障害者保健福祉手帳 24,538 人 28,285 人 32,249 人 

（３月末時点。ただし「横浜市人口」のみ４月１日時点）  

【参考】横浜市障害者手帳等の推移 
 本市人口における障害者手帳所持者数の割合は、平成 25 年の「3.89％」から平成 29

年の「4.28％」へと0.39ポイント上昇しています。今後もこの割合は増加する見込みです。 

２ 「障害者プラン改訂版」原案において、新たにプランに反映した取組（抜粋） 
 

右表は、「障害者プラン改訂

版」原案において、平成 30 年度

予算等で明確になった内容や、

市民意見募集及び、当事者・家

族・関係団体等の御意見を踏ま

え、新たにプランに反映した取

組です。 
また、平成 30 年４月の障害者

総合支援法及び児童福祉法の一

部改正に伴い、平成 30 年度から

新たに法定サービスとなる「自

立生活援助（P80）」「居宅訪問型

児童発達支援【こども青少年局】

（ P114 ）」「 就 労 定 着 支 援

（P142）」等のサービスごとに必

要な見込み量を設定しました。 

〇 障害者プランの構成図 
 
 



第４期横浜市地域福祉保健計画（平成31年度～35年度)素案の概要について

１ 横浜市の地域福祉保健を取り巻く状況

２ 地域福祉保健計画の構成
市町村は、社会福祉法第107条に基づき市町村地域福祉計画を策定するよう努めるものとされています。
横浜市では、地域福祉保健計画を、市計画、18区の区計画、地区別計画で構成しており、 市計画は、市域にお

ける地域福祉保健を推進する基本理念と方向性を定めます。
政令指定都市である横浜市の場合、各種福祉保健サービス提供や区民ニーズと地域特性に基づく取組の中心

は区であるため、各区計画を策定し、区の特性に応じた取組を進めています。

人口減少
横浜市の総人口は2019年の373万人をピークに減少に転じ、いわゆる人口減少社会が到来
します。さらに、生産年齢人口はすでに減少が始まっており、将来にわたり減少し続けていく
ことが予想されています。

少子高齢化

・2025年には65歳以上の高齢者人口が97万人に達し、2030年には100万人を突破、2035年に
は110万人になると予測されています。一方、子どもの数は2025年までに７万人の減少が見
込まれています。

・高齢者人口の増加に伴い、2015年に比べ、2025年には要介護認定者数が1.5倍、認知症高
齢者数が1.4倍に増加することが見込まれており、それ以降も支援を要する高齢者は増加す
るものと考えられます。

・横浜市の合計特殊出生率は、ここ数年微増傾向にありますが、全国より低い値であり、出生
数も減少傾向です。依然として少子化の現状は変わっていません。

社会情勢・世
帯構成の変化

・支援を要する高齢者の増加や保険制度改革等により、施設入所や入院による対応は、より重
度の高齢者のみとなり、支援を要する人の生活は地域へ移行していきます。

・一方で、それを支えることが期待される地域社会では、人口減少・少子高齢社会の進展に加
え、単身世帯の増加、家族形態の変容、価値観の多様化、自治会加入率の減少等により、担
い手が不足し、地域で支援を要する人の生活を支えていく力は脆弱になることが見込まれま
す。

複合的な課題
の増加

近隣との関係性の希薄化が課題となっており、社会的孤立や、それを背景とする潜在化・深
刻化した問題を抱えた世帯も地域に存在し、今後増えていくことが考えられます。こうした地
域にある問題は高齢者に限らず、中高年ひきこもりと高齢の親という8050問題や、育児と介
護の同時進行を意味するダブルケア、生活困窮、子どもの貧困、いわゆるごみ屋敷の増加な
ど、多世代に渡る複合的な課題が増えてきています。 ４ 第４期市計画の方向性

(1) より身近な地域での基盤づくり、体制づくりの推進
区役所、区社協、地域ケアプラザの連携による地域への支援については、地区連合町内会圏域で策定され

た地区別計画の推進を中心に行われました。一方で、地区連合町内会の中でも、地域状況に差があるため、
住民が取り組む地域の課題は自治会町内会単位で捉えられ、地域の活動も自治会町内会を単位として実施さ
れているものもあります。既に区社協 や地域ケアプラザによる地域活動の支援も自治会町内会圏域が中心に
なりつつあることも踏まえ、より住民に身近な地域で活動を支援できるよう必要な取組を進めていきます。

(2) 人材の確保・育成

自治会町内会や地域活動における担い手不足はどの地域でも課題となっており、地域で活躍できる担い手
の育成について、継続して取り組んでいく必要があります。人材育成については、今までも市計画に位置付け
てきたところですが、第４期市計画では、人材づくりを地域福祉保健の推進における最重要項目の一つとして、
計画に位置づけます。支援機関の職員や地域活動者・団体だけでなく、より幅広く市民一人ひとりに焦点を当
て、地域の人材づくりを進めます。

(3) 包括的な支援体制における早期発見・支える仕組みづくり

本計画では、「支え手」と「受け手」が固定されない、誰にも役割がある場や機会の創出、連携・協働を通じた
地域づくりへの主体的な関わり、意識の醸成、地域住民の地域福祉保健活動への参加を促進するための環境
整備、対象を限定せず個別の課題を地域で受けとめ支援する体制の構築など、地域共生社会づくりに向けた考
え方を、重点項目の方向性や具体的な取組に反映します。

(4) 多様な主体の連携・協働による地域づくりの推進

地域福祉保健活動の裾野を広げるため、多様な価値観に合わせた選択肢の提案などを通じて幅広い市民・
主体の参加を一層進めます。複雑・多様化する地域の課題に対応するため、第３期まで推進してきた「幅広い参
加」「関係づくり」をさらに進め、地域住民・組織、社会福祉法人、施設、企業、学校等、多様な地域に関わる人々
が連携・協働して必要な活動に取り組めるよう支援します。

(5) 成年後見制度利用促進基本計画及び生活困窮者自立支援方策の一体的策定
成年後見制度利用促進基本計画及び生活困窮者自立支援方策について、横浜市地域福祉保健計画と一体

的に策定を行います。成年後見制度が必要な人や生活困窮者の把握等が求められており、地域福祉保健計画
の中の早期発見・支える仕組みづくりと重なる取組となるため、一体的な策定を行い、地域福祉保健計画の取
組と連携しながら計画的に推進します。

３ 地域福祉保健計画と福祉保健の分野別計画との関係



「第４期市計画(平成31年度～35年度)」の体系図
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○住民の生活やニーズに近い自治会町内会
レベルの活動の拡充を支援できるよう必
要な取組を実施します。

○地区連合町内会、地区社協を支援し、課
題に応じた総合的かつ重層的なネットワー
クの構築を進めます。

○住民が信頼でつながれるように福祉意識
の醸成に取り組みます。

○区役所、区社協、地域ケアプラザの組織内
及び相互連携を一層強化します。

推進の柱１ 地域福祉保健活動推進の
ための基盤づくり

推進の柱２ 身近な地域で支援が届く
仕組みづくり

推進の柱３ 幅広い市民参加の促進、
多様な主体の連携・協働の推進

○身近な地域ごとに多様な主体と関係機関
の連携・協働による課題の把握から解決ま
での取組が一体的かつ重層的に機能する
仕組みづくりを広げていきます。

○市の成年後見制度利用促進基本計画とし
て位置づけるとともに、権利擁護が必要な
人への取組を推進します。

○健康づくりをきっかけとした地域づくりを進
めます。

○地域でつながる機会や多様な選択肢の提
案などを通じて幅広い市民・主体の参加を
一層進めます。

○社会福祉法人をはじめ、施設、企業、学校
など多様な主体の連携・協働による地域
づくりを進めます。

基本理念と各推進の柱 重点項目と主な取組

１ 地域力(地域の強みを生かした
課題解決力)の向上に向けた支
援の充実

２ 地域福祉保健活動を推進する
関係組織・団体への支援

４ 地域福祉保健活動の推進のた
めの人材育成と環境づくり

３ 誰もがお互いを受け入れ、共に
支えあう意識の啓発と醸成

５ 支援が届く仕組みをつく
り、機能させるための
環境づくり

２ 地域住民と支援機関及
び関係機関の連携・協
働による地域の生活課
題を調整・解決する仕
組みの充実

４ 幅広い住民層が取り組
む地域の健康づくり活
動の充実

３ 身近な地域における権
利擁護の推進

１ 見守り・早期発見の仕
組みづくり

１ 幅広い市民参加の促進 ２ 多様な主体の連携・協働による地域づくり
３ 幅広い市民参加、多様な主体の連携・協働を

促進するための環境づくり

◇区役所・区社協・地域ケアプラザに
よる地域支援の体制づくり

地区別支援チームとしての地域に対
する役割を一層発揮できるよう支援
します。

◇地域の特性をふまえた地域支援
の促進

より住民の生活に近い地域に出向
いて特性を把握します。地域住民の
活動に寄り添いながら支援し、課題
解決に向けて協働できるよう取組を
進めます。

◇地域福祉保健活動を推進するた
めの地域の人材づくり

市民一人ひとりが、できる範囲で地
域福祉保健活動に継続的に関われ
るよう支援します。

◇地域福祉保健活動に求められる
コーディネート機能の向上

コーディネート力向上のための人材
育成等に取り組みます。

◇活動資源を確保するための支援

地域福祉保健活動の継続・発展・開
発に必要な環境整備を進めます。

◇多様性を理解し、同じ地域の住民
として受け止められる風土づくり

国籍、年齢、性別、障害など、様々な
立場や背景を踏まえた多様性の理
解を広げます。

◇住民相互が理解・協力し合う気持
ちを育てるためのつながりづくり

地域住民等が、対等で緩やかなつな
がりを持ちながらお互いを理解し、受
け入れ、地域の中でつながることの
大切さを伝えていくため、交流する機
会の創出に取り組みます。

◇地区連合町内会、地区社協等の
ネットワーク・調整機能の拡充

地区連合町内会や地区社協のネット
ワークや調整機能の拡充を支援し、
より住民の生活に近い地域での地域
福祉保健活動が一層充実するよう、
必要な取組を実施します。

◇活動団体のネットワークづくりによ
る地域活動の充実

地区連合町内会や地区社協と、地域
または市域で活動している高齢者、
障害者、子ども・若者等の分野別・
テーマ別の活動団体等との連携を進
めます。

◇見守りの輪を広げる

地域で困りごとを抱えている
人を早期に発見するため、見
守り体制や見守りの意識を広
げるための取組を進めます。

◇気づきをつなぐ、情報共有
の仕組みづくりを進める

困りごとを抱えている人に気
づき、相談窓口につなぎ、地
域と関係機関等が連携して
支援を行う仕組みづくりを進
めます。また、困りごとを抱え
ている人の情報を共有し、取
組につながる仕組みづくりを
進めます。

◇地域の中で地域住民と関
係機関が連携し、支えあう
仕組みづくりを進める

困りごとや生活課題の解決
に向けた、体制づくり・仕組
づくりへの支援に取り組みま
す。

◇地域課題の把握・共有・検
討・解決の仕組みづくりを
進める

支援機関、関係機関と住民
等が課題を共有し、協働して
解決を行う取組を一層推進し
ます。

◇必要な支援が届く仕組み
づくりに活用できる施策の
推進

身近な地域で困難を抱えて
いる人に必要な支援が届く体
制を構築するため、事業や施
策等を推進します。

◇地域とのつながりづくりや
連携を通した健康づくりの
推進

全ての世代の市民が、年齢
や病気の有無に関わらず、そ
れぞれの健康状態に応じて、
運動や食事、睡眠等の生活
習慣を整え、自分自身の健
康づくりに取り組めるように支
援します。また、健康づくりと
地域でのつながりづくりや支
えあい活動を関連させながら
推進していくことで、より多く
の、また幅広い層の人々に健
康づくりの意識の定着をはか
り、活動を広げていきます。

◇関係機関等と連携した権
利擁護の推進

広報等を各専門職団体・関係
機関等と連携し実施します。
また、制度を活用するにあた
り、必要な制度・体制を整備
します。

◇成年後見人等への支援の
推進

専門機関や関係機関等が連
携しながら、きめ細やかな支
援を行う体制を整備します。
また、成年後見制度を必要と
する人に対し、適切な後見人
等候補者を選択できるよう取
組を進めます。

◇地域でつながる機会の拡大

地域住民同士が多様性を理解し、立場や背景を超え
て子どもの頃から切れ目なく地域の中でつながること
ができるよう、これまでの取組を生かしながら、場や
機会を広げていきます。

◇社会参加等につながる多様な選択肢の検討・実施

地域において区役所・区社協・地域ケアプラザが、社
会参加や地域活動への参加などの目的に合わせ、
様々な視点で参加メニューを工夫し、多様な価値観
にあわせた選択肢を検討・提案できるよう支援します。

◇社会福祉法人の地域貢献

社会福祉法の改正により、改めて地域福祉の担い
手として期待される社会福祉法人・施設が、その特
徴や専門性を発揮して地域貢献活動に取り組める
よう支援します。

◇企業、ＮＰＯ、学校との連携強化

複雑化・多様化する地域の課題に対応するために、
企業、ＮＰＯ、学校等、地域にある様々な主体が住
民・住民組織と連携・協働し、それぞれの強みを最
大限に発揮できるよう支援します。

◇新たな活動の立ち上げや継続するための支援策
の提供

新たな活動の立ち上げや継続的に活動を実施して
いくための支援策を、活用事例等を踏まえて必要な
人に提案します。

計画の基礎となる
共通の考え方

誰もがお互いを認めあい、安心して暮らせる社会を目指します

地域における様々な主体が連携しながら、市民一人ひとりが自らの力を生かせるような社会を目指します。

誰もが地域と関わりながら、お互いに支えあい、健やかに暮らせる社会を目指します。



 

いわゆる「ごみ屋敷」対策について 

  平成 28 年 12 月１日「横浜市建築物等における不良な生活環境の解消及び発生の防

止を図るための支援及び措置に関する条例（いわゆる「ごみ屋敷」対策条例）」(以下、「条

例」という。)を施行し、いわゆる「ごみ屋敷」(以下、「ごみ屋敷」という。)対策を進

めています。 

 

１ 「ごみ屋敷」の件数について 

「ごみ屋敷」とは、物の堆積等に起因して害虫、ねずみ又は悪臭の発生、火災の発生

又は物の崩落のおそれ等により、近隣に影響がある不良な生活環境としています。 

 

平成 29年 

３月末時点 

平成 29年度上

半期に 

新たに把握 

合計 

（延べ件数） 

近隣への影響

が解消した 

平成 29年 

９月末時点 

全市合計 67件 33件 100件 23件 77件 

 

２ 排出支援について 

  条例に基づき、本人が片付けに同意したものの自ら行うことができないケースにつ

いて、区役所と資源循環局が協力して排出支援を行っています。なお、排出支援後は、

区役所が円滑に福祉サービスの導入を図るなど再発防止につなげています。  

 実件数 延べ回数 解消した件数 

28年度 12月～３月 11件 12回 ８件 

29年度 ４月～９月 ８件 15回 ８件 

計 19件 27回 16件 

 

３ 措置の実施 

  周辺住民の生命・身体に深刻な影響を及ぼすおそれがあるにもかかわらず、再三の働

きかけにも応じないケースについては、指導・勧告・命令・代執行を行います。 

 ●条例第７条第１項に基づく文書指導の実施 １件 

  （経緯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 崩落の危険がある箇所が複数あり解消が困難な案件に対し、区、資源循環局、健
康福祉局に加え、関係する部局を交え解決に向けた検討を行ってきた。 

 区役所が主体となり支援した結果、堆積者も撤去の必要性を認識するようになっ
たが、自身のペースで片付けることに固執したため、堆積物の撤去が進まない状
況だった。 

 ６月末に健康福祉局から堆積者本人に条例の趣旨等を説明し、堆積物を撤去する
よう条例に基づく文書指導を行うとともに、行政による排出支援を行うことの同
意を得た。 

 文書指導後に資源循環局職員が中心となり、排出支援を３回実施し、崩落の危険
性を回避したが、近隣への影響は完全に解消されていない。 

 残っている堆積物の撤去に向けて、臨床心理士の協力を得ながら支援を継続して
いる。 



 

４ 支援例  

 (1) Ａケース ～条例制定をきっかけに解決した事案～ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) Ｂケース ～条例に基づく排出支援につなげ解決した事案～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ これまでの取組の振り返り 

●健康福祉局と資源循環局が条例を共管し対策を進めることで、排出支援など共同で作 

業を進める関係が構築され、福祉部門と環境部門との連携が強化されました。 

 ●排出支援については、屋内にのみ堆積物がある「ごみ屋敷」の中にも、堆積量が膨 

 大で居室の維持や衛生面などから通常作業では対応が困難なものなどについて、事前 

に区役所と当局で十分な協議を行い、それぞれの事案に適した手段で円滑に排出支援を 

行うことができました。 

 ●大規模な排出支援を行う際、近隣の学校等から駐車場や休憩場所を提供いただく等、地 

域の方々と連携した取組を行うことができました。 

 

 

資 料６ 

平成 30年３月 27日  

横浜市社会福祉審議会 

 屋外に雨ざらしのものがあり、最近本人を見かけないとの声が福祉保健センタ

ーに寄せられた。 
 区職員が訪問しても本人に会えない中、民生委員、町内会長から本人に関わる

情報をうかがい、親族の協力をいただくことで本人と接触ができるようになっ

た。 
 当初は家に入れてもらえなかったが、近所で本人、親族と打合せるなど丁寧に

関ったことで、家に入れてもらえるようになり、排出支援の同意を得るまでに

なった。 
 事前に区職員と資源循環局事務所職員が本人の状況を共有したうえで対応す

ることにより、本人の不安を和らげ、気持ちを尊重しながら生活に支障のある
場所から段階的に排出を支援し、屋内外の生活環境の改善につなげた。 

 堆積物の一部が崩落したことを契機に、週１回程度、本人と区が面談を実施。

堆積し始めた理由や生活状況を把握するとともに、撤去の必要性を繰り返し説

明した。 

 本人の状況に合わせ、福祉保健センターだけでなく、関わる可能性のある部署

全てがチームを組み支援した。 

 条例施行前ではあったが、本人の立場に立って、条例の趣旨や、周辺住民の生

命、財産に深刻な影響があるにも関わらず再三の働きかけに応じない場合は、

今後は本人の意に反して指導、勧告、命令、代執行の措置を行うこともありう

ると率直に説明した結果、本人自ら事業者を頼み、ごみ等を撤去した。 

 撤去した後も地域から孤立した状態が続いている。再発防止のため区役所が定

期的に訪問するなどのフォローをしているが、再発防止の対応に苦慮してい

る。 
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